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宿泊税検討経緯について

1990年をピークに入込客数（宿泊客＋日帰客）は減

少傾向にあり、コロナ禍を機にさらに減少。2021年に

は3,499千人にまで落ち込む。コロナ禍後に回復傾向に

あるが、最盛期には程遠い状況にある。

一般会計に占める観光費の割合は、近年では３％代

で推移している。
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(1)観光の現状

観光消費額と宿泊・日帰客数

年度 一般会計 観光費 比率

2003年 8,719 455 5.2％

2008年 8,302 284 3.4％

2013年 8,167 321 3.9％

2018年 9,799 356 3.6％

2021年 10,243 316 3.0％

2023年 11,070 362 3.2％

（百万円）一般会計と観光費の推移

R5年度の観光費に係る事業等（千円）※端数切上

・職員給与等 62,566

・観光振興事務経費 36,480

・夏季行事開催事業 26,245

・海水浴場運営事業 13,679

・梅の宴行事開催事業 11,007

・誘客宣伝事業 10,100

・武者行列行事開催事業 3,000

・湯河原梅林公園管理事業 17,581

・もみじの郷行事開催事業 99

・梅基金積立金 157

・宿泊促進事業 14,751

・観光立町推進事業 12,845

・さつきの郷誘客事業 1,872

・観光アドバイザー・プロモーション事業 3,000

合計３６２，７８８千円

・インバウンド情報発信推進事業 942

・ロケツーリズム推進事業 7,024

・ゆがわらハロウィン開催補助事業 3,500

・観光情報発信事業 5,320

・新たな温泉資源活用事業 14,000

・周遊型謎解き宝探し事業 5,180

・コキアの郷づくり事業 13,185

・観光DX推進事業 13,343

・観光施設維持管理経費 25,775

・案内所運営事務経費 4,677

・万葉公園管理経費 43,073

・駐車場管理事務経費 1,150

・こごめの湯運営事務経費 12,237
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観光産業は宿泊業者だけでなく、卸売り、飲食や付随するサービス業など裾野が極めて広く、経済・産業への

生産波及効果により地域経済の活性化に大きな影響があることから、人口減少が進み、地域の経済産業活動の縮

小が懸念される中において、「観光振興」の重要性は高まってきている。

また、湯河原町の総合計画や観光立町推進計画など、町の計画上も観光振興・観光施策は位置付けられており、

「湯けむりと笑顔あふれる四季彩のまち 湯河原」の実現を目指し、観光振興に取り組んでいく。

3

【基本方針】※一部抜粋
観光を通じ、地域づくり、町経済の発展、町民生活の向上に寄与することを目的として制定した「湯河原町観光立町推

進条例」に基づき、多様化する観光ニーズに対応するため、宿泊施設・観光施設などの個性を際立たせ、特色ある観光地
をめざすことにより、観光関係事業者・業界団体の経営力を高めて、観光客数、宿泊客数の増加に努めます。また、観光
立国を推進する国や県の施策を積極的に活用するとともに、近隣市町との広域ネットワーク化を進め、観光産業の活性化
を図ります。

(2)観光振興の重要性

湯河原町総合計画「ゆがわら2021プラン」

第２期湯河原町観光立町推進計画

【基本方針】
１ 観光客が楽しめる魅力ある観光地をつくる
２ 観光客の来訪を促す環境をつくる
３ 全町的な広がりで観光まちづくりを進める
４ 観光立町を実現する仕組みを整える
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人口戦略会議において町が消滅可能性自治体に挙げられるなど、少子高齢化に伴う急激な人口減少や地域の経

済産業活動の縮小に伴い、町税収入の減少が懸念される。

◆町の人口は2023年から2050年にかけて約35％（7,859人）減少、税収は約38％（約4億5千万円）減少する見込み

◆測定単位に人口が用いられている普通交付税については、2023年度約19億3千万円 → 2050年度約12億6千万

円と大幅な減少が予測されることから、新たな財源の確保が重要となる
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(3)湯河原町の推計人口と税収等

湯河原町の推計人口と税収

出典：国立社会保障・人口問題研究所「「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」
湯河原町における各年の個人町民税現年決算額
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人口減少に伴い税収等の歳入は減少してくことが見込まれ、町の予算規模は縮小していくことが懸念される

中、交流人口を拡大させ、湯河原町の地域経済の活性化に大きく貢献する観光振興の重要性が高まっているこ

とから、観光施策を継続的に実施していくための安定的な財源の確保が必要となる。
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地方自治体の自主財源として、税・分担金・負担金・使用料・手数料・寄付金等が考えられるが、規模、安定性、継続
性の観点から、新たな財源としては、地方税が適当な手段である。

(4)財源の検討について

①自主財源の比較

種 類 内 容 安定性・継続性 受益と負担 規 模

地方税

・法定外税 条例で定めて新設する税

・超過課税 標準税率を超える税率で定めて課税

安定的・継続的な確保が可能 受益者を広く設定し、負担を求

めることが可能

対象者の設定などにより規模

の確保が可能

分担金

負担金

特定の事業により特に利益を受ける者から、その事

業に要する経費に充てるため、受益の限度の範囲で

徴収するもの

特定の事業に係るため、安定的であるが、

継続的な確保が難しい

受益者を個別に特定し、受益の

範囲内で負担を求める必要があ

るが、受益者の特定が困難

受益者を個別に特定する必要

があり、規模は限定的

使用料
行政財産の使用又は公共施設の利用につき、その反

対給付として徴収するもの

安定的・継続的な確保が可能 受益者を個別に特定し、受益の

範囲内で負担を求める必要があ

る

施設等利用者からの徴収とな

るため、規模は限定的

手数料
特定の者の提供する役務に対し、その対価として徴

収するもの

安定的・継続的な確保が可能 受益者を個別に特定し、受益の

範囲内で負担を求める必要があ

る

役務提供先からの徴収となる

ため、規模は限定的

寄付金
無償で金銭その他の財産を供与するもの 善意や協力に基づくため、安定的・継続的

な確保が難しい

善意や協力によるため、受益者

が必ずしも負担する必要はない

善意や協力によるため、規模

の確保が想定できない
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新たな財源としての租税を検討する当たり、観光振興といった特定の目的を実現するための財源となることから、地方
税の中でも自治体が独自に設けることができ、受益に応じた負担を求める関係が明確である「法定外目的税」の創設、又
は既存の法定目的税として「入湯税の超過課税」を検討。

(4)財源の検討について

②自主財源となる地方税の比較

種 類 安定性・継続性・受益者負担など

法定外税

法定外

普通税

・安定的、継続的な確保が可能

・目的税に比べ、受益と負担の関連性が低い

・収納した税は一般財源に充当されるため、目的税に比べ、特定の財政需要を満たすことが難しい

法定外

目的税

・安定的、継続的な確保が可能

・受益と負担の関連性が明確である

・必要な財政需要の規模に応じて、財源確保のための制度設計が可能となる

超過課税
・安定的、継続的な確保が可能

・当町では入湯税が候補となる
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出典：総務省HP
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法定外目的税の検討に当たっては、観光振興を目的とした税とすることや、受益者負担の観点から、観光客の観光活動
を課税対象として比較・検討。町民負担を求めない新たな税制度としては、観光活動のうち、把握の容易性や行政コスト
が低い「宿泊税」が最も適していると考えられる。

(4)財源の検討について

③法定外目的税の検討

観光活動 課税対象 対象の補足 徴収コスト

入域
町内への入域 鉄道・バスでの入域は補足可能

だが、車での入域の補足は困難

入域行為の把握や徴税にコスト

がかかる

交通利用
町内交通機関の利用 町民と観光客との区別が不可 関係機関が多く、徴税コストが

かかる

飲食
飲食店等での飲食行為 町民と観光客との区別が不可 飲食店等の数が多く、飲食の都

度徴税するにはコストがかかる

宿泊行為
宿泊施設への宿泊行為 補足が容易

町民利用は比較的少ない

施設数が少なく、既存の入湯税

徴収スキームを参照しやすい

お土産等購入

お土産店等での物品購入行為 町民と観光客の区別が不可 お土産店等の数が多く、購入の

都度徴税するのにはコストがか

かる



令和６年10月30日 第１回宿泊税検討委員会資料

宿泊税検討経緯について

9

(4)財源の検討について

④入湯税（超過課税）と宿泊税の比較について

(ｱ) 入湯税（超過課税）
入湯税は鉱泉浴場の入湯行為に対してかかる税金で、地方税法第701条の規定により、町の環境衛生施設、鉱泉

源の保護管理施設、消防施設等の整備や観光振興に要する費用に充てられる目的税。さらなる財源を確保するには、
超過課税（入湯税値上げ）を検討することとなる。※参考資料１参照

(ｲ) 宿泊税
宿泊税は旅館業法に規定する旅館等への宿泊に対してかける法定外目的税。地方税法第731条に基づき、条例で

定める特定の費用に充てるもの。近年、各自治体において観光振興の財源とすべく、検討・導入が進んでいる。
(ｳ) 入湯税（超過課税）と宿泊税の比較
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(5)宿泊税検討経緯のまとめ

少子高齢化の進展に伴う急激な人口減少や地域の経済産業活動の縮小に伴い、町税収入の減少が懸念され

る中、交流人口を拡大させ、湯河原町の地域経済の活性化に大きく貢献する観光振興に関する重要性が高

まっており、観光施策を継続的に実施していくことを目的とした財源の確保として、規模・安定性・継続性

の観点から、受益に応じた負担を求める関係が明確で、また、町民に負担を求めない新たな税として「宿泊

税」を検討する。


